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Thepurposeofthepresentpaperistoraiseanessentialcriticism onthedualistic

development models of the IJewiS-Ranis typc. SpeciflCally,their well-known

conclusionsthattherurallabourforcecanbesupplied"unlimitcdly"totheindustrial
sectorisnotcorrectintherealsituationofsouth-eastAsiansocieties.

First,muchoftheruralpopulationseemstomlgratefrom thevillagetothelarge

towns,buttheirdestinationisnot"modernindustry"butHurbanpoverty." This

urbanpovertylSCalled the"urban indigenoussector"inthepresentpaper. With

the1970dataofThailand,theauthorhastriedtoidentifythreesectors,namely,rural,

urbanindigenousandmodern sectors. Theurbanindigenoussectorisdefinedas

havingthefollowingfourcharacteristics.

(l) Itisalargetownwhichisabsorbingahugeamountofimmigrantsfrom the
ruralsector.

(2) Geographicallyitincludesthemodernsector,
(3) Mostofthepopulation,thcrc,isengagedin"urbanindigenousemI)loyment

andself-employment."

(4) Theincome-expenditurestructureisaminimum subsistencestructure.

UsingtheCharacteristicscitedabove,theauthorhasidentihedtheBangkok-Thon

liuripopulationastheurbanindigenoussectorinThailand･ Thenetimmlgrationsinto
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Iiangkok-ThomburihaveI-)eencgtimatcd.

Sccond,thereasonwhypeopleleavetheirvill(lgeisfardifferentfromthatwhichis

explainedbythemodeloftheLewis-Ranistype. Peopleleavetheirvi一lagemnstly

becausetheylosetheirland,Orlosetherighttocultivatetheland,and/Orbecause

theyhavepushedoutfrom dependenceontheland;inotherwords,theyseldom

leavetheirvillageon】ybecausetheyareontheminimum Sul)sistencelevel. The

presentauthorhascarriedoutseveralfieldsurveysinThailand. Inthepresentpaper

someobservationsaboutSamkamphen,northernThailandareofferedtoexplainwhy

peoplewant,anddonotwant,toleavetheruralsector.

I 研究の系譜と開度点

筆者はこの小論で,従来の経済発展理論 (特に二部門経済発展理論とそれに基づいた工業化

理論)がアジア諸国の経済発展について本質的な事実誤認をしていた事を指摘 したい｡そして,

東南アジアの現実をふまえた発展理論を再構成するための一つの方向を提案したいと思う｡

古典学派以来長い間,低開発経済の問題を主題とする事が少なかった経済発展理論は第 2次

世界大戦の終了を契機として,1940年代半ばに復活した｡以来30年,様々の経済発展理論の研

究とそれらを理論的背景とする各国の開発計画や国連,世銀等の国際機関と先進諸国の援助努

力が行なわれてきたが,未だに成果を上げていない｡特に,東南アジア諸国の経済発展は,遅

遅として進んでいない｡むしろ,｢部分的な工業化｣が進めば進むほど, 貧困は深まり, 所得

格差は拡大 しているようにみえる｡

ところで,経済発展理論の系譜を振 り返ってみると,経済発展とは農業に代表される伝統的

経済の中に近代工業が生まれ拡大 してゆく工業化の過程として捉えられてきた｡この捉え方の

源流はペティーの経験法則 (1691年)にまで遡る事ができるが,産業革命期に人類最初の近代

工業が生まれ育つ有様を目のあたりに見なから工業化の進行過程をはじめて理論的に描いたの

は,アダム ･スミスとその後継者 リカー ドであった,1) まだ工場の数さえわずかであった時代

に書かれた彼らの著作が,今日読んでも生き生きとした工業化のヴィジョンを展開している事

に驚きを禁 じ得ないOその後の発展理論と実際の開発 ･援助の努力は,古典学派のこの伝統(工

業化の思想)を受け継いできた｡

一方,戦後の新古典派成長理論は,欧米や日本等の一部の先進工業国の経済の中に,古典学

派が工業部門について想定 した成長の諸性質を見出して,その説明を精微化する事に専念した｡

これに対 してA･ルウィスは, 低開発経済の発展は伝統的部門 (マルサス的均衡の部門)から

の無制限労働供給を受けつつ工業部門が成長するところに本質があるというスミス以来の農工

1)Adam Smith,AnIngul'ryintotheNatureandCau∫e∫ofthelVeaZlhoftheNazion∫,1776,(New York:

Radom Iiouse,1937);I)avid Ricardo,ThePn■nctj)Ze∫〆 Poh-1icaZEconomy a71d Taxatz'072,1817

(London:DentandSon,1937).
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二部門発展観を再提出した｡2) ラニスとフェイは,ルウィス理論を精微化 して日本とインドの

データを用いてテス トを行なった｡3)

二部門経済発展理論の内容についてはよく知られているので,ここでは次の4点を確認する

にとどめよう｡(i) 二部門経済発展理論は,発展途上経済を,マルサス的均衡原理が働いてい

る在来部門 (農業部門)と新古典派的均衡原理が働いている先進部門 (工業部門)の二部門概

念で捉えるデュアリズムの理論である｡(ii) 在来部門は,最低生存費水準の一人あたり所得を

余儀なくされており,先進部門に向けて無制限労働供給を行なうと考えられている｡(iii)先進部

門は,後進部門からの無制限労働供給を受けて,かなりの期間にわたって低賃金雇用を享受す

ることができ,それゆえに資本蓄積とそれによる自己維持的成長が可能であると考えられる｡

(iv) 上記の(ii)と(iii)の帰結として,かなり急速な農工問労働移動が起こり,それによって-人当

たり国民所得が増加し,工業生産物の販路としての国内市場が拡大すると想定している｡

ルウィス ･ラニス型のこのような理論に対して,在来部門をも新古典派原理で説明する事が

できるという見解を示 したのはジョルゲンソン4)である｡ これを農家家計主体均衡理論の図式

で表現する試みは Sen5)によって提示され,中嶋6),鳥居7),Lauら8)によって精敵化され実

測れた｡

これらの二部門経済発展理論は幾つかの国について実証の試みが行なわれたが,その多くは

既にクズネッツの意味における ｢近代経済成長｣の局面を迎えた後の日本をアジアの典型とみ

たてるという誤 りを犯 していた｡その為に,アジアの現実からははるかに離れたフィクション

になっていたと言わざるを得ない｡ルウィス ･ラニス型の理論が低開発社会の現実を見誤って

いるという指摘は,早 くから,オーシマ9),ダスグブタ10),レイノルズ11)等が提起 していたが,

ほとんど省みられずに今に‖こ至っている｡経済発展理論が観察抜きの抽象化とモデル化を進め

2)ArthurW.Lewis,"EconomicDevelopmentwith UnlimitedSuppliesofLabour,"Th MancAc∫zer
SchoolofEconoml'candSocialStudl'e∫,139-192,May,1954;"UnlimitedLabour:FurtherNotes,〟
MancAe∫terSchoo/,ト32,Jam.1958.

3)G.RanisandJ･e･IIIFei,"ATheoryofEeonomicDevelopment,"Am-'ca71EconomicReview,Sept.
1961,pp.533--58;De7,elopme7ZtOFZ･ab" SurplusEconomy,TheoryandPoll'cy,YaleU･P･,1964.

4)Ⅰ)aleW.Jorgens()n,"TheI)evelopm entofDualEconomy,"EconomicJournal,June1961,pp.309-334.

5)A.K.Sen,"Peasentan(iI)ualisrnwithorwithoutSurplusLalJour,"Jt"",la/a/P,,h'/2'(･a/Er〟′luJt.y,
Vol.74,No.56,1966.

6)中嶋千尋 ｢農家の均衡理論｣ 『大阪大学経済学』7巻2号,1957｡

7)鳥居泰彦 ｢経済発展理論と労働供給主体の均衡図式｣『経済学年報』,慶応大学経済学会,第9巻,19650

8)I..J･Lau,W･Lin,P･A･Yot()poulos了 T̀heLinearLogarithmicExpenditureSystem:AnApplication

toConsumption-1JeisureChoiceofAgriculturalHouseholdintheProvinceofTaiwan,HMemo.107,
CentcrforResearchinE(,onornicGrowth,StanfordUniverslty,1975.

9)lI.Oshima,"TheR;lniLq-FeiM｡(leiolEconomic Development:Comment,"ノ1mm'ra" Er〟n〝mic

Review,June1963･

10)S.Dasgpta,̀ ÙnderdcvclopmcntandDualismr一一AN｡te,"Er̀7〝OmZ'{DevelopmentandCuZfLLraZChange,
Jan･1964･

ll)L.G.Reynolds,"Wa酢SandEmploymentintheLabourSurplusEconomy,"Amm-can Economic

ReTJieでeJ,March1965.
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れば進めるほど,現実のアジアの貧困の底にある経済的メカニズムか ら離れて,モデルの作成

それ白体が目的と化 していったように思える｡

トダロ12) は二部門経済発展理論の農工二部門概念がアジア ･アフリカ諸国に現実にみられ

る都市貧困の巨大な 人口プールを説明する力を持っていない事を 批判 して,｢都市伝統部門｣

(urbantraditionalsector)を含む三部門概念を示 した｡ トダロの三部門モデルでは,農村部門

の労働力は,所得格差を主因として都市-流出し,都市伝統部門に固有の低位就業を形成し,

次のステップとして近代産業の雇用機会にめぐり合 うのを待つと考えている｡ そして,近代産

業への就業は,一定の確率分布で実現すると考えている｡ 筆者は, トダロの ｢都市伝統部門｣

の概念の提案を高 く評価するが,農村人口が都市伝統部門へ流出する理由については,別の大

きな要因があると考えざるを得ない｡また,都市伝統部門に編入された労働力が,近代産業の

労働力としての資質を均質に備えているという,経済理論が常に無意識に仮定 してきた前提に

立って近代産業-の就業を確率の問題としている点にも疑問がある｡アジア,アフリカの低開

発地域では全ての労働力が上記の前提を必ずしも満たしていないところにこそ問題があり悩み

がある｡筆者は,これ らの問題を次節以下で取 り上げたいと思う｡

これらのほかに,アジア ･アフリカ諸国の経済発展を産業構造 ･就業構造か らみる研究は多

くの国々について行なわれている｡例えば,スコ-ヴィル 13)はアフガニスタンの経済は,人口

過少であり,大規模工業は存在せず,伝統的な手工業がおだやかな活動を続けている状態を観

察 して, トダロのような三部門モデルは不要であること,むしろラニス型の二部門モデルが応

用できることを述べている｡ またカル ドウェル 14)は, ガーナにおける都市-の人口移動につ

いて精細な観察を行なった｡アジア ･アフリカ諸国の低開発経済の多様性については,既に,

工業化の最初の段階でスミスとリカー ドが指摘 したところである｡この多様な国々を一つのモ

デルで記述することは必ず しも正 しいとはいえない｡15)

以上に簡単にレヴュー した発展理論の系譜は,東南アジアの低開発経済の現実に照らしてみ

る時,幾つかの重要な事実誤認をしているように思える｡ 第 Ⅲ章ではその誤 りと思われる点を

要約する｡これらの指摘は,東南アジア諸国に関する筆者の観察か ら出ている0第IU章以下で

は,それらの観察事実を示す｡観察の一部は先進諸国なみに公式統計によって可能であったが,

東南アジア諸国共通の事情として,実地に確かめるよりほかに方法がない事柄があまりに多い｡

筆者が行なってきた実地調査は調査方法,カバ レッジ等において決 して充分なものではないが,

12)MichaelP･Todaro,HA ModelofLaborMigrationand UrbanUnemploymentinLessi)eveloped

Countrics,"American,EconomicRevie7LJ,March1969,pp.138-148.

13)JamesG.Scoville,"AfghanLaborMarkets:A ModelofInterdependence,"17ldu∫zn'aZReZali'on∫,1974.

14)JohnCICaldwell,AfricanRural一gノ'rbanMliration;TheMovementtoGhana'∫ToLeJn∫,Columt)iaU.P.,
NewYork,1969.

15)人口稀少のアフガニスタンやタンザニア,あるいは人口過密小国のシンガポールに同じモデルを適用す
るのは誤りである｡)
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問題の所在を指摘する為にあえて掲載する事にした｡もっとも,よく行なわれる大掛 りな調査

が形式的なカバレッジとタビュレーションばかりを重視 して,村長や古老にたずねれば的確に

わかる事まで多勢の村民にアンケー トして集計するといった画一的な方法にこだわる通例を,

筆者自身をも含めて戒めなければならないと思う｡

この小論では,東南アジア諸国のうち,タイに関する観察結果を報告する｡いうまでもなく,

アジアは多様であって,タイの事例をもって東南アジア一般を論ずる事はできない｡特に,シ

ンガポールのように工業化に成功 しつつある小国は同列に論ずる事はできない｡しか し,マ レ

ー シア,フィリピン,インドネシア等については,筆者が次章以下で述べるような要素が濃厚

であるとみている｡

アジア諸国では,近代的な経済統計や社会統計はほとんど整っていない｡その為に各国の社

会構造や経済構造は,実際のところほとんど解っていない｡ しかるに,従来の発展理論は,こ

れら諸国の経済メカニズムや人々の経済行動原理を西欧や日本のそれと同じであるとみなして

展開されてきた｡その反面,アジアはど多くの実地調査が行なわれた地域ははかにはない｡そ

れらが無目的に行なわれたとは思わないが,総合的な実験計画のひとこまとしての確かな意味

をもって行なわれた調査は少なかったのではあるまいか｡アジアの現実か らみて明らかに事実

誤認をおかしていた一群の二部門発展理論と工業化理論が,膨大な実地調査の側から何の批判

も受けずに用いられてきたのはこの為ではなかろうか｡

予備的な調査をもとに,実験計画としての意味を持った理論を構成 して,それに基づいて体

系的に統計の整備と調査を重ねてゆくのが有効なアプローチであり,アジア諸国の経済構造の

解明の為にいま一番必要な作業である｡筆者はこの小論で示す観察事実をもとに実験計画とし

てのモデルを作成する必要があると考えている｡

この小論を,そのように位置づけたい｡大方の検討と批判を仰 ぐ事ができれば幸甚である｡

[Ⅰ 従来の理輪の換静と東南アジ7の現実

筆者の観察をもとに,従来の二部門発展モデルおよび三部門発展モデルに対する疑問を要約

して述べておきたい｡ラニス等の二部門モデルは,少なくとも次の三つの点でアジア諸国の現

実を説明する能力を欠いている疑いがある｡
00o

(1) 第一の誤認は,低開発国の経済を農工二部門でとらえて,農工問労働移動が容易に起こ
0000

ると想定 した事である｡ 東南アジアでは,確かに農村から大量の人口が流出しているがそれは
oO00000000 0000000
工業部門に吸収されているのではないO それは都市在来部門に堆積 して urbanpovertyを形

成 している｡工業部門-の人口流入は極めて微少で例外的である｡都市在来部門への人口流入

を見落として,徴少な工業部門への流入を一般的現象であると誤認 した (または西欧社会の工
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業化から類推した)のは誤りである｡この誤謬の為に,遅々として進むはずのない工業化に夢

を託 した開発努力を繰 り返す誤ちをおかしてきたのだと考えられる｡

(2)第二は,農村からの人口流出のメカニズムについての事実誤認である｡ 確かに東南アジ

アの農村の貧困は,ラニス型理論が想定 したように,最低生存費均衡の論理で解釈する事 もで

きる｡しかし,農村人口の離村現象は,無制限労働供給理論が想定 したように最低生存費均衡

のゆえに起こるのではない｡ (筆者はこの要因を完全には否定しないが, それは主たる要因で

はない｡)農民は, 土地を耕作する実質的な権限を失った時に始めて村を離れる｡ そして,彼

らの流出先は,土地を持たなくても生存を許されるもう一つの世界- 都市在来部門- であ

る｡ 従来の理論の誤謬は,土地制度のいかんにかかわらずマルサス原理に代表される古典派的

低所得均衡のゆえに無制限労働供給が起こると考えていた点にある｡ この点は, トダロ16)等

の最近の三部門理論においても依然として変わっていない｡

(3) 第三の誤謬は,工業部門の役割を過大視 し,工業化が容易に進み得ると想定 した点であ

る｡ しかし実際にはアジア諸国では,工業の労働力人口吸収能力は,全人口に比較して微々た

るものである｡そのうえ,その小さな工業部門が少 しばかり成長すると,近代工業に適格な労

働力 (ガ-シェンクロン17)の言うエリジブル ･レイバー) はす ぐに枯渇 して しまうO 従来の

理論のいう無制限労働供給は,この意味においても存在 しないのである｡

(4) トダロ型の三部門モデルが ｢都市在来部門｣を識別 した功績は大きいが,都市在来部門

の労働力人口がいつでも近代工業に就業する資質と意志を持っており,工業部門の労働需要に

ミー トする幸運を待っていて,一定の確率分布に従ってその機会にめぐり会うという想定は適

切でない｡都市在来部門人口の大部分は,この部門独特の都市在来的職業に従事し,農村部門

と同様の宿命観 (long-runfatalism)と低位就業に甘んじてきた良い歴史を持っている｡ これ

らの人々が,近代工業の労働力としての資質と強い就業の意志を持つような状況を作る事を願

うのはよいが現実にはそうでない事を重視 しなければならない｡

それでは,東南アジア諸国の経済構造はい かなるものだとみればよいか｡労働市場構造を中

心に要約しておきたい｡

(i)東南アジア諸国の就業構造は,総人口の90%前後の ｢農村部門｣(ruralseetor)と, 忠

速な膨張を続けて総人口の10%に達 しつつある ｢都市在来部門｣(urbanindigenoussector)と,

人口の 1- 2%程度の ｢近代部門｣(modernsertor)とか らなっている｡ GNPのシェアでみ

ると東南アジア各国では工業生産の比率は1965年の10%台から75年の25-30%に急増している

が,その間,近代部門労働力の総人口に占める割合は1-2%を維持 してきた｡

(ii)農村部門は,｢地主｣, ｢小作｣, ｢自作｣の三種類の家計群で構成されている｡ このほか

16)MichaelP.Todaro,op.ci/.

17)AlexanderGerschenkron,EconomicBack7L,ardne∫∫inHi∫zl-'calPer.rpecziye,TheBelknapPressof
HarvardtJniverslty,1962.
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に ｢自小作｣等の農家や,行商,露店商,手間仕事,祈頑師等さまざまの職業があるが,ここ

での議論では捨象 して考えてよい｡

これらのタイプの農村人口は,その経済行動を ｢個人｣ではなく ｢家計｣を単位として観察

するのがよい｡理由は二つある｡第-に,相続ないし継承には多様な形態がみられるが,要す

るに地主は地主,小作は小作の家が受け継がれる｡第二に労働供給,所得稼得,消費支出等の

経済行動は,ダグラス法則18)が示す家計単位の行動であって個人単位の行動ではない｡

(iii) 地主は,子弟の一部に高等教育を受けさせて近代部門に送り込む｡自作,小作のほとん

どは子弟の教育は初等教育前半がやっとであるo 自作,小作の家計群からは,一部が都市在来

部門に流出するo 流出巌は,これを受け入れる都市の側からみると大量であるが,農村の側か

らみるとごく少数で,その出身地域も限られている｡

(iv) 農村からの人口流出は,単身離村 もあるが挙家離村がかなりある｡日本のような出稼ぎ

型の短期単身離村は少ない｡いったん離村 した者は出身家計か ら独立し,相互の送金はあまり

行なわれない｡

(Ⅴ)人々の離村理由は,｢土地を耕作する実質的な権限の喪失｣である｡ 地主による土地の収

餐,小作権の放棄,次男以下の男子の土地または耕作の権限の入手難等である｡ これを裏から言

えば,人々は,かなりの低所得の下でも,耕作する事を許される限り農村にとどまっている｡

柚 農村から流出した人口は,都市在来部門に流入する｡ 都市在来部門には,最低生存費均

衡が存在する｡ 農村部門との違いは,土地に依存 しなくても生きる事ができ,土地を持たなく

ても居住する場所があるという点である｡そこでは,子供か ら高齢者に至るまで,家族全員が

何 らかの所得機会を見つけて自活するタイのような形態もあれば,インドネシアのように家族

間,親戚間の相互扶助思想が強く,中心となって働 く者とこれに依存する多勢の家族がいるケ

ースもあって,国によって一様ではないが,家計を単位とした最低生存費就業である事に変わ

りはない｡

仙 東南アジアでは,近代部門は,非常に微小な部門でしかない｡多くの場合,空間的には

都市在来部門と同居 している｡近代郡F判ま,膨大な農村人口と都市在来部門人口に囲まれなが

ら,近代産業の労働力としての資質を持ったエリジブルな労働力が稀少である為に,求人難さ

え起こるO そのため賃金上昇は一般的現象となっている｡

以上が筆者の観察の結果から描かれる東南アジア諸国の状況である｡次章以下では, これら

の基礎となった主要な観察事実を説明する｡

Ⅲ タイ経済における三部門

はじめに, タイを例にとって,｢農業部門｣,｢都市在来部門｣,｢近代部門｣ の三部門の現状

18)P.H.Douglas,TAGTheoryoffVage∫,Kelley& Millman,Inc･,NewYork,1957(6rstedition1934)･
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をみておきたい｡

タイの人口と労働力は Tablelに要約 して示 したように,農村部門, 都市在来部門,近代

部門に区別できる｡

Tablel タイの人口と就業の構造 (1970年)- 鳥居推計-

業 者
000万人以下)

就 業 者
-農 村

総 人 口- 1

1

一都 市在来部門

(1,000万人以上)

都市在来部門雇用者+-,--
(84万人)

都市在来部門一般就業身

(2327jl-金目 非

‖｢一

日=_)

(76万人)

就業者
(70万人)

業

(30万人)
者<･-

就 業 者
(60万人)

労調人口(114万人)
バンコク･トンブリ人口

(320万人)

タイの総人口は1970年センサス19)で3,450万人であるが,タイのセンサスは同じ年の登録人

口からみても約 8%の過小評価である｡ この分を補正すると, 1970年の総人口は3,750万人 く

らいとみられる｡

Tablelに示 したように,このうち3,430万人 (91.4%)が農村部門人口,230万人 (6.1%)

が都市在来部門人口,90万人 (2.5%)が近代部門人口であるというのが筆者の推計である｡

Tablelは,次の第Ⅳ章で詳述するように,まず都市在来部門人口を識別 し,次いで近代部

門の人口を推計 し,残 りを農村部門人口とみなすという順序で推計 した結果を要約 したもので

ある｡ 次章以下を読む際にも Ta.blelをたびたび振 り返っていただきたいが, ここではまず,

タイの経済にとって近代部門が微々たる存在にすぎないこと,また都市在来部門が無視できな

い大きさであること,そして農村部門が圧倒的なシェアであることを読みとっていただきたいO

Ⅳ 都市在来部門としてのバンコク ･トンプリ

1. 都市在来部門の定義

この章では, タイの就業構造を前述の Tablelのように判定 した理由を述べる｡ まず都市

在来部門の識別の為には,その性格について定義をしてお く必要がある｡ ここでは,次の4項

目の性質を備えている部門を都市在来部門と認定することにする｡

(1) 農村か らの急速な人口流入によって形成される都市であること｡

(2) 付随的条件 として,地理的に近代産業と同居していること｡

19)PopulationandHou∫Z●ngCenSu∫,1970,NationalStatistical017ice,OIYiceofthePrimeMinister.

10



鳥居 :東南アジアの経済発展と労働市場

(3) そこでの就業形態は,アジアの都市貧困に国有の都市在来的職業であること｡

(4) その所得 ･支出構造が最低生存費均衡の状態にあると認められること｡

以下では,この四つの基準に照らして,タイの都市在来部門を識別 していくことにする｡

2. 流入人口で作られた都市

まず,荊述の(D,(2)の条件についてみよう｡即ち都市である事,人口流入地区である事,近

代工業と同じ所にある事の三点である｡

1970年センサスでは都市人口 (municipalareapopulation)がわかる｡ Table2はその抄録

である｡ ただし,脚注にあるように,センサスでいう都市とは,柿 (Nakhon),町 (Muang)以

外に行政村 (Tambon) の一部を含んでいる｡ つまり地方のちょっとした集 落 まで都市日印

(municipalarea) に入れている｡(これだけ広い概念でみても東北部や北部の都市化率は3%

～ 5%にすぎない｡南部の都市化率は10%,中央部では30%である｡)

Table2 では,北部, 東北部, 南部を合わせて約130万人ほどの都市人口がいることになる

がこれはむしろ集落人仁は 呼ぶべきものである｡ この3地区の中で最大の都市は ChiangMa主

(人口8万人)で,あとは人口4万ほどの町が数カ所,他はすべて都市と呼ぶに値 しない｡こ

れらは上記の基準(1),(2)からみてむしろ農村部門に格付けるべきものである｡

次に,これら都市部人口の中で,上記(1)の意味で都市在来部門と呼ぶに値するのはバ ンコク

･トンブ 1)地区の人口である事を述べよう｡中央部の都市人口は TablC2によれば約320万人

である｡ この320万人の大部分はバンコク市とトンブ リ市を中心とするグレータ一 ･バンコク

地区の人口である｡ この地区では,後述するように,周囲の農村部門からの急激な人口流入が

みられ,人々は,まさに都市在来産業と呼ぶべき産業 (職業)に従事 している｡ そして,タイ

の近代工業はほとんどこの地区に集中している｡ それゆえ,この地区を都市在来部門と認定す

る｡

Table2 MunicipalandNon-munlCIPalPopulationbyRegions

Region
Population

Munit､lpal ;Non-nlunlClpal

1 Percentage

1 Total i Municl})al FNon-municipal

∴ 二 三 子 三 ~ _二三 二r
Southern 454,992 3,816,682 ! 4,271,674 10･7 : 89.3

Thailand F 4,553,100 … 29,844･274 r 34･397,37畑 13･2 … 86･8

Source: Thehguresofmunicipalpopulationhavebeentakenfrom thePopuZalzlona71dHou∫i7ZgCen∫u∫

1970･ Accordingtothe1970ccnsus,amunlCIPalareaisalegalunitestablishedlJytheRoyal

DecreeortheMunicipalityA(:t1953･ Thesearecategoriesofmunicipalareas,Nakhon(city),
Muang(town)andTambon(Commune).
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都市在来部門がバンコク･トンブリのように-カ所に限られているのはタイだけである｡ ジ

ャヮ島ではジャカルタ周辺のほかに,バンドン地区,スラバヤ地区等に,第 2,第 3の都市在

来部門が出現 しているし,マレーシアでもクアラルンプルと周辺のペタリンジャヤ地区,北部

のペナン･バクワース地区,南部のジョホール ･バル一地区等を都市在来部門とみなすことが

できる｡タイは,いまのところバンコク ･トンブリ地区が唯一のスポットになっている｡

次に,バンコク ･トンブ リ地区が都市在来部門の特性である周囲の農村からの人口流入地区

の性格を持っていることを示そう｡

Tab1C3はタイの地区別人口に占める他の地域の出身者の割合を示している｡ この表でいう

immigrantは過去のどこかの時点で移入したという意味であって, 1970年の移入者とは限ら

ないことに注意されたい｡東北部,北部,南部にも10%前後の移入者があるが,これは筆者が

幾つかの地方都市で行なった聞き取 り調査によれば,村と村の間の婚姻,奉公,手伝い等の事

由による人口移動である｡ また開拓村を形成するケースもあるようである｡

これに対して,バンコクでは住民の35%, トンブリでは46%が他の地区からの移入者である｡

この比率はいわゆる ｢一世｣ベースである｡ 移入者の移入後の出産率や,非移入者の中に含ま

れる移入者の子弟の割合等を考慮すると,一世,二~世を合わせた移入者は70%～90%に達する

とみられる｡ これらの流入人口がどの程度の流入嵐であるか,どこから,どのような理由で流

入 したものかについては後で推計結果と調査結果を示す.ここでは,バンコク ･トンブリ地区

が前記(i),(2)の意味で都市在来部門の性格を持っている事を確認 して先へ進もう｡

Table3 Immigrantsfrom OtherAreatoEachRegion(1970Census)

Regionor
Changwat

Population

≧

Central

N.rth｡ast 豊 呂…三:冒.7Z.t喜,･喜;≡;芸三言

I

i
Northern .･7,488,683:3,750,610

鎧 sv?nnseLivuitns.irnn?nacEn.ther

Province(ImI亘gration)
RateoflmmlgrantS

%

. . - p ▲■ ･1

慧 kBOukr｣ 2･芸 離 悪 40SS;2545;

11

3. 都市在来的職業のプール

次に, バンコク ･トンブリ地区が, 前記の(3)の性格である都市在来的職業のプールとして

の性格を持っている軍を示そう｡

この地区の人口の大部分はアジアの大都市に特有の在来的職業に依存 して暮 らしている｡こ

の事はバンコクの町を見た者の眼には明らかだが,統計的には把握されていない｡家計調査や

12
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就業調査は若干行なわれたが,彼 らの就業形態も所得構造 もほとんど不明である｡

ここでは,次のような事が判明している｡1970年のバンコク ･トンブ リの人口は前述のよう

におよそ320万人である｡そのうち90万人は後述の理由によって近代部門の人口と考えられる｡

残りの約230万人が都市在来部門人口であるが, 彼 らの有業率が判 らない｡ 筆者がこの地区の

労働者,零細自営業者約50人について行なった調査では,有業率は 0.7くらいとみられる｡そ

れゆえ,230万人のうち70万人 (約30%)が非就業者,160万人が就業者とみられる｡(前掲の

Tablelを参照されたい｡)

次に,就業者j60万人について,その就業形態をみよう｡1970年センサスによれば,この160

万人のうち114万人が就業者として把促されている｡ Table4がそれである｡ これらの114万

人は Table4のように各種の産業に雇用されている｡ このセンサスベースの就業者のうち,

一部が近代産業の就業者であり,他は都市在来部門の就業者である｡

Table4のバンコク ･トンブ リの就業者114万人のうち約50万人が労働力調査20)によって雇

用者として把捉されている｡ Table5がそれである｡ この50万人の中から近代部門の雇用者

Table4 EconomicallyActivePopulationllYearsofAgeandOverbyMajorIndustryGroup
andWorkStatusinPhraNakhon-Thonburi,1970

1
1
r

G",a.'uO; Indu stry / Otal

Total

Agriculture,

∃own
EmployerIAccount

workStatus

Employee

Worker やovernmentl private

Unpaied
Family
Worker

Construction,Re-
pair良Demolition

Electricity,Water
&sanitaryScrv. ll,087 1.. 185｡.｡』
Ices ;

Transport,Storチg:e 78,145 6.9; 2040.0良Communicat10n･ r

恒 nknown

･o･芦%
141,343112.4;21,877】1.9

5.4】1,149≧0.1

1

92,965音8.2ぎ4,6460･4F90,088

11

1.8124,4382.2:32,101

ActivitiesnotAde-

edorUnknown
Source: 1970PopuZatz'on& Hou∫i71gCen∫u∫,NationalStatisticalO餓ce,0抗ceofthePrimeMinister･

20)ReportoftheLabourForceSurvey,1970,NationalStatisticalO粍ce,officeofthePrimeMinister･

0.00.00.0

0.2

0.1

0.5

0.8

13



東南アジア研究 14巻 1Pj･

Table5 EmploymentLevelsinEstat,lishmentswith1orMoreWorkersbyIndustryand

SizeofEstablishmentsinBangkok-ThonBuri(asof31stSeptember1970)

r T｡tal .ト9W.rkers 10-99Workers1 1 00_-499Wmke,sl.500～ W｡,kers

Industry

Manufacturing

Constru(.tion

Elcctrlelty,Gas,
lVaterand
SanitaryServi(･es

Commerce

Tmnsport,
Stor;lgeand
Communication

Service

establi-
shment

Workers

28,41 2 172,71 2 ! 26,456･ 8 4, 4 0 1 1,8 1 4 3 9,09 4 120 25,210 22･24,007

1

18,648日07,431!17,172 50,077 1,395 37,565: 74 13,575! 7. 6,214

Source: DepartmentofLabour,ReportofzheLabourForlcSurvey 1970. Nationi1lStatisticalO抗ce,
OfhceofthePrimeMinister.

と都市在来部門の雇用者を区別 しよう｡Tat)le5で従業者規模10人以 上の事業所を仮りに近代

部門とみなすと,近代産業雇用者は30万人ほどになる｡筆者の調査では,バンコク地区の製造

工場従業員の扶養係数は平均 3人程度とみられるので,近代部門の人口は90万人程度とみてよ

い｡ この中には商家の業主家族従業者等 も含めて考えても大きな違いはないであろう｡

近代部門の人口と就業者は,おそらく実際にはもっと少ないoTable5で従業員100人以上の

製造業の雇用者をみると8万人弱である｡ このあたりが,理論分析において近代的な企業行動

理論をあてはめることができるという意味の近代部門なのではあるまいか｡また,Table5 の

雇用者部分についてタイ労働局が調べている年間求人数でみると,バ ンコク ･トンブ リの1970

年,全産業合計で14,437人にすぎない｡タイの近代部門や工業が全人口か らみて も,都市在来

部門の人口か らみても,いかに小さなものであるかがわかるであろう｡

か くして, TablC4 で就業者と認定された114万人のうち約30万人は近代産業の雇用者, 84

万人が都市在来産業の雇用者であるという事になった｡ 筆者はこの84万人を Tablelにおい

て ｢都市在来部門雇用者｣と呼んでおいた｡

さきほどの推計によれば,バンコク ･トンブ リ地区の在来的就業者総数は160万人であった

か ら,都市在来産業雇用者84万人を差 し引くと,約76万人が,雇用統計にものらないような正

体不明の就業者という事になる｡ この グループ こそ都市在来部門の中核をなす人々である｡

Tablelではこれを都市在来部門の ｢一般就業者｣と呼んでおいた｡ この人々は,バンコク ･

トンブ リ人口 (320万人)の23% ,労働力人口 (170万人)の45%にも達 して, urbanpoverty

の中心をなしている｡

一般就業者の就業形態に関する調査は全 くない｡ しか し,バンコク ･トンブ リ市内を見渡せ

14
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ば実に様々の職業を営んでいる事がわかる｡その多 くは雇用者ではないが,雇用者 もかなり含

まれているoTable6は,タイ政府労働局の示唆を得ながら作成 した都市在来部門一般就業者

の職種 リス トである｡実際には,この リス トにもの らない,もっと在来的,伝統的で零細な職

業があることは確実である｡このように,バンコク ･トンブリ地区は,明 らかに前述の条件(3)

である都市在来的職業のプールとしての性格を持っている｡

Table6 都市在来部門 ｢~一般就業者｣の職種リスト

1. 自 営 業 関 係

行商人,露店商,仏花売り,タバコ売り,果汁等の路上販売,路上修理屋,水上行商,家畜

解体,物乞い,祈商師,理髪師

2. 請 負 業 関 係

人力車 (三輪車)の賃借運転,サムロ (動力三輪車)の賃借運転,タクシーの賃借運転,物

品の請負運搬,請負露天商,請負掃除人

3. 雇 用 者

女中,奉公人,商店下働き

4. 最低生存費所得の世界

次に,バ ンコク ･トンブ リ地区が,前述の条件(4)である最低生存費所得の状況にある事を見

よう｡バンコク ･トンブ リ地区の人々の所得支出構造は,ほとんど調査されていない｡特に,

前述の都市在来部門雇用者84万人と都市在来部門一般就業者76万人に相当する部分だけを特別

に調査 したものなどは全 くない｡

Fig.1(a)･(b)･(C)はかろうじて手掛 りらしいものを教えて くれる｡ Fig.1は, 1967年に行

なわれた家計調査21)から(a)｢バンコク ･トンブ リ地区｣,(b)｢東北部の町｣, (C)｢東北部の村｣

の標本について,所得消費曲線を描いた ものである｡ 3枚のグラフは,横軸 (所得),縦軸 (支

也)の日盛 りは共通にしてあるか ら,三枚の図の大きさの違いは三地域間の所得水準にいかに

ひどい格差があるかを如実に物語っている｡

ところで,バ ンコク ･トンブ リ地区の図(a)に注意を集中すると,第 1階層から第m階層は赤

字家計である事が判る｡ 即ち,所得だけでは必要な支出をまかない切れない人々である｡ この

状態は最低生存費均衡の一つの形態とみることができるo この家計調査は,各階層の標本数を

明示 していないので所得分布が判 らない｡従って各階層が全体の何%を占めるかが判 らない｡

しか し,幸い所得分布については NESDIiの調査がある｡,Table7がそれである｡ この裏を

用いて Fig.1のバンコク ･トンブ リ地区の赤字家計 (Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ階層) のウエイ トをみると

(年次が違 うので正確ではないが),月額 2000バーツ以下 (年額 36,000バーツ以下) とみて,

全体の88.7%を占める事になる｡バンコク ･トンブ リ地区の全世帯のおよそ88%が赤字家計で

21)Hou∫ehoZdExpendizurcSurveyB.E･2505,NationalStatisticalOthce,OlYiceofthePrimeMinister･
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Table7 タイの所得分布 (%)(1962/63年 ･1969/70年)

所 得 階 層 :所 得 階 層
バンコク

(バーツ) (バーツ) ]トンブ

総 数

3,000以下

3,000- 5,999

6,000-ll,999

12,000-17,999

18,000-23,999

24,000-29,999

30,000-35,999

36,000-47,999

48,000-59,999

60,000以上

那●
リ

1962/63年 :1969/70年

100.0 ≦ 100.0 ! 100.0 100.0 100.00

250- 499

500- 999

1,000-1,499

1,500-1,999

2,000-2,499

2,500-2,999

3,000-3,999

4,000-4,999

5,000

15･0 ! 18･7 . 21･6 20･8
31.7 34.2 ･ 16.2 19.5

17.4 14.7 3.4 5.7

10.3 5.8 1.2 2.4

5･5 ･ 2･7 ; 0･3 1･0
4.0 2.2 !･ 0.2 0.7

3.8 1.7 0.2 0.6

27.53

2.2 0.9 0.1 ･ 0.3 2.68

月間平均所得 】1,__5_19･ヲ7_;1･03_7･89 : 479･72 1 620･67

(出所)NEDB,Eco710micProgre∫sofThailand-GeneralZndicator∫,Oct･1968;UnitedNations,Economic

Surz′eyQFA∫iaandtheFarEa∫1,1970,Bangkok,1971,pp.308--309.

あるというこの事実は,｢収支均衡点以下の所得で生活 している｣ という意味で, 最低生存費

状況が成立している事を推論する一つの手掛 りとなる｡

この赤字は,｢貯蓄の引き出し｣ や ｢社会保障｣によって埋め合わされているのではない｡

東南アジア社会では, ｢相互扶助｣ と富者の貧者に対する ｢施 し｣が, 伝統的にこの赤字を埋

め続けてきた事を想起 しなければならない｡

バンコク ･トンブリの家計の88%を占める赤字家計 (I,Ⅱ,Ⅲ階層)は,Fig.1の中段(b)

図,下段(C)図の農村部の赤字家計 (Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ階層)と重ねてみると,その横軸上の位置

がほとんど同じである事がわかる｡ つまり,バンコク ･トンブ リ地区の赤字世帯と東北部農村

地帯の赤字世帯とは,その所得水準はほとんど同じなのである｡

このように,バ ンコク ･トンブリ地区の都市在来部門(88%)の人々の大部分の所得水準は,収

支均衡点以下の所得水準であり,その絶対水準は,農村部の赤字家計所得と同水準なのである｡

V バンコク ･トンプリの人口流入量の推計

バンコク･トンブリ地区は,ひと冒見ただけで,明らかに周辺部から急激な人口流入が起 こ

っている｡ また, Table3で見たように,外部か らの移入者が大部分を占める地区である｡

しか しながら,その流入量は,統計的には捉えられていない｡その為に,人口流入の要因に関

する分析を行なう場合の大きな障害になる｡

人口流入量の推計は是非とも必要である｡ そこで, バンコク ･トンブ リ地区の人口流入量

(人口学の用語では ｢社会増加｣)杏, 1966-72年の各年について, 男女別,年齢別に推計 し

17
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た.推計の基礎データは極めて少なく,精度にも疑問の点が多いOまた,筆者が用いた推計方

法 も問題なしとしない｡ しかし,第一次推計として掲載する事とする｡

推計方法はほぼ次の方法をとった｡

(1) 1960-72年の各年についてバンコク ･トンブ1)地区の人口を推計する.

(2) バンコク ･トンブ リの人口の/生命表を作成する｡ (実際には, タイ国全体の生命表を推計

してこれに替えた｡)

(3) 各年につき,前年の男女別年齢階級別人t二日こ生命表の生存率を掛けて,白然増加人口を推

計する｡

(4) (1)の人口から(3)の自然増加人口を引いて 1才以上の年齢階級別社会増加人口 (流入人口)

を推計するO

(5) 0才人口を推計 して補充する｡

ここでは以上 5段階の推計作業の詳細なデータは省略するo

Table8は,バンコク･トンブ リの男女別年齢別人口の推計結果である｡タイ政府のLabour

ForceSurvey 統計のバンコク ･トンブ リ人口を基礎データとして補間推計と補正を行なった

Table8 バンコク･トンブリ地区の人口推計

0-14 † 521,7321

20-24 86,496

1

30-34 76,744

35-39 66,780

40-49 82.468

50-59 64,448

60- 53,000

Female 19691

143,962 157,287 158,100 198,100

94,694; 95,945･122,600 118,200

1

81,360 97,388 106,400 92,400

72,998: 74,369 8 1 ,300 87,100

86,332 101,427 ; 1 1 1 ,000 1 31,000

72,546 70,186 76 ,700 85,500

57,856 49,893 54,600 61,400

1966 1967 1968 1969

0-14 472,078 499,616…527,794 531,800:536,800

18

11

1

117,070 102,820 125,260

108,400 112,110 116,100

88,345. 91,330 94,750

75,403㌢ 78,020･･ 80,790

62,464: 64,150 65,580

1970 1971 . 1972

11

583,593 606,560;629,310

1

25-29 104,799.110,864 114,660 128,200き107,200

1

30-34 85,885 90,480: 90,452 100,700;112,600

l

日 ニ ー_三~ 二十 ∴ 二 二~三喜 一三二三一L

60- 56,742 60,944! 64,797 72,500: 75,800

Total ;2,359,978i2,501,4442,651,200･2,803,300.2,950,400

161,885;166,980.173,490

124,769 129,660:133,950

112,496:116,5301120,980

1

118,485;131,950!127,370

81,127 85,470 89,570

1



(Male)

QX (死亡率)

.064489

.018626

.025431

.016336

.010293

.011299

.013071

.015766

.019397

.027281

.034082

.048673

.066728

.084312

.122040

.156967

.231464

.296709

.4167.7

1.000000

(Female)

.053447

.017579

.023004

.014113

.008920

.009175

.014000

.017484

.022287

.028267

.031059

.03366()

.041907

.056608

.078350

.108318

.160503

.210961

.337104

1.000000
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Table9 タイ人Hの生命表 (1960)推計結果

年 齢 階 級

9

3

5

2

6

4

6

0

3

8

0

1

3

9

7

5

5

6

0

8

.4

4

3

6

0

8

ワ山
4

2

3

2

5

9

6

4

3

3

7

1

5

4

7

3

4

9

9

1

3

6

2

7

7

8

7

6

6

7

5

4

6

6

1

2

1

1

1

1

2

2

3

4

5

7

8

0

0

0

4

1

1

1

1

5

1

2

1

1

l

1

2

2

2

3

4

5

6

9

9

2

4

1

2

5

4

9

3

9

5

1

6

9

5

4

0

7

1

8

0

7

2

3

3

4

6

3

8

9

1

3

1

9

5

1

4

7

1

6

4

3

7

7

2

3

6

1

2

7

8

2

5

8

3

5

6

1

1

3

8

0

9

5

7

19

59.19

62.26

62.43

61.02

56.99

52.55

48.12

43.72

39.38

35.10

31.01

27.01

23.26

19.73

16.30

13.20

10.17

7.46

4.53

1.00

62.96

65.51

65.67

64.18

60.06

55.58

51.07

46.75

42.54

38.45

34.49

30.51

26.48

22.52

18.71

15.08

ll.59

8.30

4.82

1.00

0

1

2- 4

5- 9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-84

85-

0

1

2- 4

5- 9

10-14

15-19

20-24

25-29

30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-84

85-
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ものである｡

Table9 は, 1960年センサスに基づいて推計 した生命表である｡ (目下1970年センサスによ

る生命表を推計中だが この稿の時点では未完である.) 推計法はグレーヴィル法, リ- ド･メ

レル法等を試みたが, ここではグレーヴィル法の結果を示 した022)

Table8の人口に Table9の生命表の死亡率を掛けることによって男女別 ･年齢階級別の

白然増加人口を推計 した｡生命表が各才別ではないので配分方式をとった｡一例 として 5- 9

才をとると,推計式は,

ittl9=尋 '21:41'×( 1 - 4×日× √3

+2'5tr91'×(1-g5-9×冒xc3

ただ し,2(5tl9:7年の 5- 9才人口

2i:t年の 2'才人口

g5-9:5- 9才の死亡率

{･3= 24
22-4

,3= 25て8
25-9

Table10 バンコク･トンブリ地区の自然増加人目推計

(Ma_1e)

1966

0-14才 2 527750･

20-24 94924.

25-29 86915.1

30-34 81106.

35-39 .･ 66410･

40-49 85820.

50-59 62049.

60- 41355.

(Female)

0-14 . 478432･
15-19 140388.

20-24 118205.

25…29 101669.

30-34 90236.

35-39 64358.

40-49 88523.

50-59 59495.

60- 45506.

2368311.

1967 1967

11

144930. 157673.

103604. 106988.

90942. 97319.

85539. 1()0109.

72141. 70688.

90435. 104059.

69323. 68506.

45308. 39643.

505835. 536108.

150656･.; 165626･

118498. 128267.

106085. 110485.

95157. 95904.

73117. 74626.

91726. 98479.

68665. 67970.

49309. 51993.

1969 1970 1971 1972

1

158451. 192822.

129148. 132568.

109332. 90217.

109393. 93246.

83167. 85242.

113864. 132681.

74877. 84051.

43375. 48721.

541336. 549131.

167628. 185468.

137376. 154605.

122940. 109244.

106882. 112180.

83282. 90765.

109650. 130165.

76134. 84941.

58185. 61169.

2508066.;2665290. 2814213.i2961683.

616475. 638961.

1

162674. 168182.

117207. 106933.

111661. 111723.

89084. 92102.

121935. 126031.

74371. 76941.

48698. 50056.

594710. 617741.

169506.; 174946.

1

125710. 130423.

90790.. 94101.

80491. 84238.

64714. 68083.

22)生命表の作成法については拙稿 r生命表作成のための電子計算プログラム- TLT シリーズについて
- ｣ 『産業研究』第 5号,1968年 (慶応大学産業研究所)を参照｡
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自然増加人口の推計は TablelOに示 した｡ Table8の人口から TablelOの自然増加人

口を差 し引いて社会増 (流入人口)を推計した結果が Tablellである｡

Tablellの推計は過小推計である｡ 第-に,人口そのもの (Table8)が LabourForce

Surveyを基礎にしているために15% はど過小推計である為である｡第二に Table9の生命表

が1960年生命表であるために死亡率が過大推計になっている可能性が高い｡これらの欠陥は早

晩改めなければならないと考えているが,バンコク ･トンブ リ地区の流入人口の年々の動きを

追うための第一次推計として,Tablellを採用する｡

Tablell バンコク･トンブリ地区の社会増 (流入人口)推計

(Male)

: 1966 lF 1967

15-19 8800.. 12356.

35-39 ･ 6587. 2227.

511. 10991.

10496. 862.

1968

-6243.

426.

15611.

16580.

6290.

5211.

6940.

8193.

(Female)

0-14才 21183.･ 21958.

3O-34 243. --4705.

1

35-39 6985.･ 130.

1

40-49 -539. 3429.

50-59 10184.. -424.

1

60- 15437. 15487.

Total 133132. 143132.

1

ll

h136993923:.r l喜llo5…:

17135. -14091.

18024. 13742.

1732.. 8923. 7279.

17714. --15740. 15524.

4795. 5717. 315.

7173. 5217. -2210.

7420. 17849. -11680.

20506. 17614. 19957.

138008. 136185. 118101.

448. 4376.

634. 1038.

15451.1 16523.

11849. 11568.

-2526. -1456.

3949. 3526.

1009. 998.

9818. -7377.

20755. 21486.

89459. 113382.

VT 搬 村 の 原 因

バンコク･トンブリはタイの唯一の都市在来部門であるから, Tablellの流入人口は農村

部門から都市在来部門-の人口移動にはかならない｡この事では,この人口移動の実態と要因

を分析する｡バ ンコク ･トンブリ地区-の人口流入の実態と要因についての調査はほとんど行

なわれていない｡筆者は,1972年から74年にかけてこの地区の調査を行なったが,その結果を

要約するとほぼ次のような事が判った｡
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(1) バンコク ･トンブ リ地区への流入者は大部分が中央平原と一部の東北部の出身で,北部,

南部の出身者は少ない｡

(2) 中央平原と東北部では,典型的なモノカルチュアであり (Fig･2参照), 中央平原では地

主化が急激に進んでいる｡華僑の地主は農民に米や土地を低当に前貸 しをして土地の収奪を

進めている｡ 彼 らは精米から流通までを牛耳っていて,米価の暴落時には損失は農民に転化

される一方,米価高騰時にも農民の手取 りは一定に抑えられ,一種の最低生存費所得が成立

している｡

(3)戦後奨励されたメイズの開墾畑 も1972,73年の価格変動で華南の高利貸しの収奪に会い多

くの開拓農民が離村 した｡

(4) バ ンコク ･トンブ リに流入 した人々は,経済的には出身家計と独立する｡ 彼 らは農繁期で

も実家の手伝いをするケースは少ない｡

Fi色.2 北部,中央部,南部の農業周期

(日 中央部平常(モ/カルテ1ア)

1 2 3

月 R 冒
CtJJ日

日
[R

r_J
r

9
月

8
月

7
月

6
月

5
[R

4
.R
H

(2)アントン地区(先萱的農業)

ほ
日

日
月

rPJ
c;I

9
円
‥

8
ロH

7
uH

6
[円

5
RH

4
.【円

｢J
nH

(∠
[R

-
[円

(3)サ>カンペ ン地区(北部の伝統的農業)

22

サ トウ キビ

田畑 1

田畑 2

缶姻 1

田畑 1

旧畑 2

田畑3

I 2 3 4 5 6 7 8 9 10 日 12
月 月 日 月 日 日 月 月 日 月 日 月

RuralManpower,RuralInstitutionsandRuralEmploymentinThailand･ ManpowerPlannlng
Division.

NationalEconomicDevelopmentljoardGovernmentofrrhailand,Bangkok)1972
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以上の観察は,体系的なアンケー ト調査等を行なう事ができなかったので,全て各地方での

聞き取 り調査の ノー トをもとに若干の集計 ･整理を行なった結果である｡(筆者はこの調査を

通じて,村の古老や村長に訊ねたほうがよほどはっきりわかるような事までも,調査票やアン

ケー トで調べる,多 くの "現地調査〝に疑いと反省を持つに至った｡)

離農者の実態を知る為に, 中央平原部 (アユタヤの少 し北), 南部 (アントン地区), 北部

(サンカンペンの少 し北)の3地区を歩いて,若干の聞き取り調査を行なったが,ここでは,

北部のサンカンペン付近のフィール ドノー トを整理 してみたい｡なお,これらの地区の農業周

期については, たまたま NFJSDI3資料で Fig.2のような整理が行なわれているので掲載す

る｡

北部のサンカンペン付近では,約50名の人々に質問をしたOこの地区は上の要約(1)でも述べ

た通りバンコク ･トンブリ-の離農者が少ない地区であるにもかかわらずそのような離村の経

験者の話を探すことに力を注いだため, Table12の離村経験の分布は非常に偏ったものであ

る｡離村 して しまった人の話は,同義にみる通り, 2人 しか聞 く事ができなかった｡また,か

って離村 した経験があるが今は帰農 している人に直接めぐり合 ったり,間接的にその話を聞い

たのは11件であった｡町に出た事のない人は36人について話を聞 く軍ができた｡ Table12以

下はそのように読んでいただきたい｡

Table13は, 上記のサンプル49名のうち20名について, その出身家計を知る事ができたの

で一覧表にしたものである｡ 離村者 2釦 ま小作の出身,帰農者11名中8名は小作の出身である

事が確かめられた｡自作農家の出身者は,この20名の中には一人 もいない｡元来,このサンカ

ンペン付近の北部地帯は,比較的安定 した自作農が多く,小作農 (または農業日雇い的存在の

者)でも離村は少ない｡

Table14は, 離村者については離村理由を, 帰農者については帰農理由と再び町に出る意

志を,町に出た事のない者についてはその理由を訊ねた結果を一覧表にしたものであるoこの

調査は,あらかじめ調査票や統一規格の質問を用意 したのではなく,人々との話 し合いの内容

Table12 サンカンペン付近の調査標本

一 家 の 主 人 非 世 帯 主

離 村 状 況 (北部)

total

単 身懐族ぐるみ.

l

Ⅰ 町へ行ってしまった 1

Ⅱ 賢塁 島だ認 まある 3

男 j 女 合 計
F

単 身座 身以外 ⊇単 射潤 身以示 j

15 231

3 2 2 1

20

9

2

1

6

4

1

3
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Table13 サンカンペン付近 の標 本 の 出 身家計

闇 雲豪姦i 小 作 農 ま た は そ の 家 族 ∃総

桐 轟 姦 轟 o孟 ～諸 計

total

離 村 者 (町へ行ってしまった)

をノ- トしたものを集計 した結果である｡従ってたとえば ｢町の生活にあこがれて｣のように

空欄になっているのは,質問をして答がゼロだったわけでなく,他の地区 (南部,中央部等)

では答があったがこの地区では特にそれらしい答がなかった事を示 している｡ また,横方向の

合計が Table12に示した調査サンプルの合計を越えてしまうのは,一人で何種類もの理由を

あげたものをそのまま列挙 した為である｡また,かっこ内の数字は内数である｡これによって

みると,離村理由は,｢村にいられないわけがある｣｢金 ･職が欲 しい｣というのであるが,そ

れをさらにつきつめると ｢土地を耕す事ができない｣｢村では地主がいるのでいやだ｣という

事になる｡

帰農者のうち ｢再び町に出るつもり｣の者に訊ねると, 同様に, ｢村にいられないわけがあ

り｣その背景には ｢土地を耕す事ができない｣,｢村の生活は豊凶がひどい｣,｢村には地主がい

るのでいやだ｣等の理由がある｡それに対して,同じ帰農者でも ｢再び町に出るつもりはない｣

者に訊ねると, ｢土地は持たないが小作で食べてゆける｣, ｢土地を持っているので食べてゆけ

る｣という答が多く,またその帰農の理由としては ｢親兄弟と一緒に暮 らしたい｣,｢町へ行っ

てもやってゆく自信がない｣,｢村にいればなんとかなる｣,｢教育を受けていないか ら町では無

理｣等の答があげられている｡

次に ｢町に住んだことはない｣人々の中で離村を望んでいる (｢町に住んでみたい｣ と考え

ている)人々に訊ねると, 上記の離村者の離村理由と全 く同じで, ｢村にいられないわけがあ

り｣,｢土地を耕すことができない｣,｢村では地主がいるのでいやだ｣という事情が背景になっ

ている事がわかる｡ また, これら離村希望者の答の中には,｢町にいる友人と同じようになり

たい｣,｢土地はあるが家族が多すぎる｣等の答がわずかではあるが混っている点が注目を要す

る｡

これに対 して, 同じ離村の経験の無い者でも,｢町へ出るつもりはない｣者の答は, 上記の

帰農者の答 と同じで, ｢土地は持たないが小作で食べてゆける｣, ｢土地を持っているので食べ
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Table14 サンカンペン付近の離村,帰農,定住の理由
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てゆける｣,｢農業以外の方法で食べてゆける｣等が重要な判断条件となっており,さらに,｢村

にいればいつでもなんとかなる｣ ｢家族を養わねばならぬ｣,｢教育を受けていないから町では

無理｣,｢言葉がしゃべれないから町では無理｣,｢町の庄活はお金がかかると聞いた｣等の意識

が強い事がわかる｡

このように,北部の農村では,人々は,土地を耕す事ができる限り(自作であれ小作であれ)

村にとどまっている｡ また,Ⅳ-4節の Fig11でみたように人々の多くは, 収支均衡点以下の

貧困状況にあるにもかかわらず,｢村にいればいつでも何とかなる｣のである｡

これと同じ調査を,中央平原部 (アユタヤの北部),南部 (アントン地区)でも行なった｡バ

ンコク･トンブリ-の人口流入源 としては,これらの地区のほうが重要なのであるが,整理作

業の都合でここでは割愛する｡ ただ, これら地区では, 北部よりはもっとはっきりと,｢土地

を耕すことができないが故に離村する｣という結果が抽ているようにみえる事を付け加えてお

きたい｡

Ⅶ バンコク ･トンプリの流入人口の変動要因

以上の予備的観察をふまえて, バンコク･トンブリの都市在来部門-の人口流入量 (Table

llの推計量)を説明する要因を統計的にとらえた結果が次の回帰分析である｡(計測は,男女

別,年齢階級別に行なったが,ここでは多数の計測結果の中から一部を示すに止めるO)

この分析によって,筆者がⅤ章で推計したバ ンコク ･トンブ リ地区への人口流入が,農村部

門における耕地面積の変動によって説明される事が確かめられたように思う｡

バンコク ･トンブリへの人口移動要因

(I) 男子合計に関する人口移動関数

Mm-266897.75-3.8414020A RICE-6.5313900A MATSE

(4.74) (2.80) (1.46)

R=0.8506

♂=2.2309

S2=385812040

乙I=0.0613

Mm :男子流入人口

A RICE :コメ作付面積

A MATSE :メイズ作付面積

(2) 女子 (15-29才)の人口移動関数
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鳥居 :東南アジアの経済発展と労働市場

Mf2-29105.771+0.37164039Mm2-2.3344731A MAISE

(2.05) (2.47) (0.87)

R=0.6941

♂=1.7932

S 2二二173249100

〃=-=0.0924

J砺 :女子 [15-29才]移動量

Mm 曾 :男子 [15-29才]移動量

A MA王SE :メイズ作付面積

(1)式にみられるように,男子の農村か らの流出は水田とメイズ畑の耕地面積の変動によって

よく説明される｡計測の対象期間である1966-72年にはメイズ畑の豊凶と収奪が離農の大きな

原因となっていたことがわかる｡計測期間に入 っていない1973年以後に大量の農民がメイズの

開墾地を失って離村 したとみられる最も重要な局面については,耕地面積ではなく自作地面積

の変化が大きな要因となるはずであるが,その統計はいまのところない｡男子の年齢階級別の

人口移動関数の計測結果はここでは省略するが,若年層が再壮年層の流入に随伴 して流入 して

いる傾向がみられる｡ 同じことは(2)式の女子の計測結果でもみられる｡

ここでは,代表的に,女子 (15-29才)の人口移動の要因を(2)式で示 した｡(2)式では,同じ

年代の男子の移動に随伴 して移動する女子が37%程度あることがわかる｡また,(1)式の男子の

場合には (-6.53)であったメイズ耕地面積の係数が (-2.33)と小さくなっている点が注目

に値する｡

結 語

筆者は,この小論で報告した観察と分析を通じて,従来の経済発展理論モデルに対する疑問

を提出しようとした｡特に,ルウィス ･ラニス型モデルは,東南アジア諸国でみられるような

｢都市在来部門｣または ｢都市貧困｣への人口流入を工業部門への人口流入と混同していた

(あるいは無視 していた)｡また, 農村人口が離村する理由について, 巌も基本的な理由であ

る ｢土地を耕す権利の喪失｣という要素を見落としていたと断ぜざるを得ない｡

人々が意識するしないにかかわらず,このタイプの二部門経済発展観は,60年代,70年代を

通 じて,工業化理論と開発と援助の様々の努力の一つの大きな背景となっていたO人々は,低

開発諸国の経済発展は農業部門の人口を工業部門に吸収する事によって達成されると信 じてき

たし,その事の実現可能性は,無制限労働供給理論や工業の労働需要理論によって保証されて

いると暗黙裡に考えていた｡

しかし,東南アジアの諸国では,伝統的な二部門発展理論はほとんど無力に近い｡我われは
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いま,抽象的な ｢国｣や ｢経済｣についてではなく,具体的な一つ一つの国について,その国の

経済発展とは何かを問い蔭さなければならない時点に立っている｡ その際,我われに一番必要

なことは, これらの国の人々の経済行動を彼 らの主体的意図と無関係であっても理論的に ｢説

明｣すればよしとするのではなく,人々がどのような意識と意図を持っているかを理解 しなが

ら,その経済行動のメカニズムを解明する串ではあるまいか｡

この小論が問題提起 した離村理由が ｢土地耕作の権限｣と関係があるという事実や,都市-

の流入人口が,そこで新 しいアジア的な貧困社会を形成 しているという事実を,理論モデルが

長い間見落としてきた背景には,西欧社会に適用 して成功 した経済合理性の論法が,アジアで

も応用可能であるという錯覚があるように思える｡ また,この小論が,アジア諸国の経済発展

とは何か,工業化とは何か,を考える為の新たな問題提起としての役割を果たす事がいささか

でもできれば幸甚である｡
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